
番号 部局名 事 業 名 事業
区分 当初予算額 事業内容及び取組状況

１ 生活環境部 ごみゼロおおいたキャンペ
ーン展開事業

特別枠 ９，７５９ キャンドルナイト、県民一斉ごみゼロ大行
動といった「ごみゼロおおいたキャンペー
ン」を展開中。

２ 生活環境部 ごみゼロおおいた作戦推進
事業

特別枠 ５，３６０ ごみゼロおおいた作戦を推進するために、
県民会議や実施本部を開催するとともに、「美
しく快適な大分県作り条例の周知を図るため、
啓発活動を実施する。また、長期総合計画の
見直しやごみゼロおおいた作戦の展開などに
あわせて、平成９年度に策定された県の環境
基本計画を見直す。

２事業 小 計 １５，１１９

番号 部局名 事 業 名 事業
区分 当初予算額 事業内容及び取組状況

１ 企画振興部 自然保護ネットワークづく
り事業

継続 ３，４２９ 自然体験活動の指導者を対象に「自然ふれ
あい活動リーダー研修会」を６月から実施し
ている。（毎月１回、９月までの４回実施。
受講者３４名）また、新たな指導者を育成する
ため、７月に大分市で「自然観察指導員養成
講習会」を開催した。（受講者５８名）

２ 企画振興部 自然公園施設整備事業 継続 ３８，０８１ 久住山避難小屋トイレの再整備に必要とな
る許認可等を取得し、７月３０日に工事を発注
した。１０月１８日に完成予定。

３ 企画振興部 希少野生生物保全・復元サ
ポート事業

特別枠 ３，２３１ 希少野生動植物の保護に関する条例の素案
を作成し、７月３０日から県民意見の募集を行
っている。（８月３１日まで）また、希少野生
生物の保全復元を進めるための基本的方針の
策定に取り組んでいる。（１６年度中に策定予
定）

４ 農林水産部 里山林保全・活用モデル事
業

特別枠 ３，６０９ 地域住民等の参加により、荒廃した里山林
の整備を進め、竹林等森林資源の循環利用を
図るとともに、「森林環境教育」を一体的に
推進し、活力ある山村社会の構築を図る。

５ 農林水産部 生態系保全型水田整備推進
事業

継続 ６，５００ 生態系保全工法を採用した水田整備をモデ
ル的に実施する。また、事業成果について、
モニタリング調査、点検・評価を実施する。

６ 農林水産部 地域用水環境整備事業 継続 ６３，０００ 生態系保全のための施設やベンチ、水飲み
場、休憩所、遊歩道等を設置する。

７ 農林水産部 田園空間整備事業 継続 ２３１，０００ 農村の伝統的産業施設及び美しい農業景観
等の保全、復元等に配慮した各種生産基盤等
を整備し、魅力ある田園空間づくりによる都
市との共生を推進する。

８ 農林水産部 再造林促進緊急対策事業 継続 ８７，２００ ２０％以上の広葉樹の植栽を伴う再造林に対
して、公共造林事業の補助率を１０％嵩上げす
ることで、森林所有者の森林造成意欲を喚起
し、再造林の促進と森林の有する公益的機能
の低下防止を図る。平成１６年度は１５０haで実
施予定。（平成１５年度は３０ha実施。）

９ 農林水産部 シカ被害防止対策事業 一部
新規

１４，９３８ 適正な密度管理を行うための生息調査、被
害の未然防止のための防護柵の設置、地域の
農林家が捕獲技術の修得や免許取得の支援等
を行うほか、シカ肉の加工方法を検討する等、
総合的なシカ被害防止対策を実施する。

第２章 平成１６年度 環境関連事業一覧表

１ ごみゼロおおいた作戦の展開 （単位：千円）

２ 豊かな自然との共生と快適な地域環境の創造 （単位：千円）
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番号 部局名 事 業 名 事業
区分 当初予算額 事業内容及び取組状況

１０ 農林水産部 野生鳥獣との共生総合対策
事業

継続 ６５，３３９ イノシシ等による農林作物被害を未然に防
止するための防護柵の設置、広域一斉捕獲及
び箱わな等による捕獲に要する経費に対して
補助する。平成１６年度は防護柵等を約１９�設
置する予定。（平成１５年度は約２４�設置。）

１１ 農林水産部 森林ボランティアスクール
推進事業

新規 ６，２８８ 森林ボランティアスクールを開講し、新規
ボランティアを養成するとともに、指導者で
あるグリーンインストラクターの組織化を支
援してサポート体制の整備を行い、県民総参
加の森林づくりを推進する。

１２ 農林水産部 ふるさとの森再生モデル事
業

継続 １５，５１４ 上流・中流・下流それぞれの森林の恩恵を
受けている関係者が連携し、植林が行われて
いない伐採跡地等の整備不十分な森林の解消
に向けた調査・検討を行う。平成１６年度は筑
後川流域で実施予定。（平成１５年度は山国川
流域で実施。）

１３ 農林水産部 造林事業 継続 ２，５２７，９１４ 森林整備の推進を図るため、造林事業に要
する経費に対して補助する。平成１６年度は約
１６，０００haの森林整備を実施予定。（平成１５
年度は約１４，０００ha実施見込。）

１４ 農林水産部 保育間伐推進緊急対策事業 継続
（造林事
業含）

５０３，０６７ ３～７齢級の若齢林の保育間伐を促進する
ため、県・市町村の上乗せにより、公共造林
事業の補助率を嵩上げし、健全で活力ある森
林の維持を図る。平成１６年度は４，０００haの間
伐を実施予定。（平成１５年度も４，０００ha実施。）

１５ 農林水産部 恵みの森再生緊急対策事業 継続
（造林事
業含）

１９，０００ 再造林放棄地の新植を促進するため、８０％
以上の広葉樹植栽条件に、自己負担がゼロに
なるまで県・市町村の上乗せ助成を行い、森
林の早期回復による公益的機能の発揮を促進
する。平成１６年度は２０haの植栽を実施予定。
（平成１５年度は４０ha実施。）

１６ 農林水産部 長伐期誘導間伐推進緊急対
策事業

継続 １８，４８０ 皆伐の回避・長伐期への移行により高齢級
森林の健全化を図るため、８・９齢級の保育
間伐に要する経費に対し、県・市町村で単独
６０％を補助する。平成１６年度は４００haの間伐
を実施予定。（平成１５年度は５００haで実施。）

１７ 農林水産部 県民総参加の森づくり推進
事業（もう一歩森へ推進事
業）

一部
新規

２５，１５２ ①県民総参加の森林づくり県民会議、おお
いた百年の森林選定部会の開催、②豊かな国
の森林づくり大会開催、③遊学の森整備事業
（学校林施設整備助成等）、④緑のふれあい
活動支援事業（ボランティア団体に県民の森
をフィールドとして貸付）、⑤緑のボランテ
ィア支援センター事業（支援センター運営助
成）、⑥森林・山村づくり支援事業（森林施
業体験、企業参画の森林づくり）、⑦森林ボ
ランティアスクール推進事業等、各種施策の
実施。

１８ 土木建築部 里の川整備事業 新規 ２０，０００ 地域住民と協働し、河川整備の仕組みと地
域の活性化を図るため、市町村の各種計画と
連動した河川空間の整備を行う。三重川を委
託済。

１９ 土木建築部 河川再生事業 継続 １００，０００ 周辺公園区域と一体化した良好な河川空間
整備を目的とした、護岸の傾斜化や河川水の
浄化対策を実施する。委託、工事契約済。

２０ 土木建築部 ダム周辺環境整備事業 継続 １１１，０００ ダム湖における親水性の向上や、利用を阻
害している箇所並びに利用上危険と思われる
箇所の整備・改善を実施する。実施内容の調
整中。

２１ 土木建築部 海岸環境整備事業 継続 １５０，０００ 地域活性化を図るまちづくり計画の中で、
防護・利用・環境の調和のとれた海岸環境整
備を行う。実施内容の調整中。

２２ 土木建築部 海岸環境整備事業・港湾 継続 ３９９，０００ 護岸等の整備により背後地の防護・利用・
環境の調和のとれた事業の実施を準備中。
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番号 部局名 事 業 名 事業
区分 当初予算額 事業内容及び取組状況

２３ 土木建築部 屋外広告物指導 継続 １，３７３ 違反広告物の簡易除去を定期的に実施する
等、屋外広告物の指導・取締りを定期的に実
施中。

２４ 土木建築部 緊急雇用創出道路環境美化
事業

新規 ６５，０００ 春先に観光地周辺における道路の草刈り清
掃を実施。

２５ 土木建築部 緊急雇用創出河川海岸環境
美化事業

新規 １９，５００ 河川・海岸のごみ撤去等の環境美化を行う。
実施箇所の選定中。

２６ 土木建築部 道路環境整備 継続 １，１４７，５２７ 道路の草刈り清掃、街路樹の剪定等を定期
的に実施中。

２７ 土木建築部 河川海岸維持管理 継続 ６０，６６４ 河川・海岸の草刈り清掃等の環境美化を行
う。委託契約済。

２８ 土木建築部 港湾管理 継続 １１９，９３３ 港湾施設の草刈り、清掃、ごみ拾い等とい
った維持管理事務を委託する。委託契約済。

２９ 土木建築部 砂防修繕事業 継続 ４，０５０ 観光都市別府を流れる都市河川として古く
から市民に親しまれている境川・春木川にお
いて、周辺住民のボランティア活動が及ばな
い場所について草刈りを実施中。

２９事業 小 計 ５，３２２，５８４
「保育間伐推進緊急対策事業」、「恵みの
森再生緊急対策事業」は「造林事業」の内数
であるため小計には含めない。

番号 部局名 事 業 名 事業
区分 当初予算額 事業内容及び取組状況

１ 総務部 産廃税導入事業 特別枠 ２，２３５ ４月に県下７箇所で排出事業者、処理業者
等を対象にした産業廃棄物説明会を開催した。
産業廃棄物条例は６月議会で可決成立した。

２ 総務部 森林環境税導入事業 特別枠 １４，８６２ 森林環境税制懇話会を３回開催し、あわせ
て山国町での現地視察を行った。また、６月
末にグランシアタで「すべての県民で支える
森林づくりシンポジウム」を開催した。

３ 企画振興部 自然環境保全管理事業 継続 ３，３３０ 自然公園内の各種行為に対する許可等事務、
現地調査、指導監督等を行うことにより、自
然環境の適正な保全を図る。

４ 福祉保健部 社会福祉法人指導監督事業 継続 ５３２ ３９法人の監査を実施した。今後８６法人を監
査予定。

５ 福祉保健部 医務関係行政指導事業 継続 ５７９ 医療施設に対する立入検査の一環として、
医療廃棄物の適正処理を指導する。９月以降
実施の予定。

６ 福祉保健部 薬務取締事業 継続 ３５０ 毒劇物・医薬品・医療用具製造所に対し、
２２件の立ち入り検査を実施。

７ 福祉保健部 社会福祉施設整備事業 継続 １，４３９，９３６ 今年度の施設整備において、ソーラーの設
置等、環境関連としての対象施設はない。

８ 生活環境部 おおいたの空環境改善事業 特別枠 ３，９２８ 大分県低公害車普及促進協議会の発足。Ｃ
ＮＧ車試乗・補助説明会を後援。ＤＰＦ等装
着助成事務を準備中。関係団体の取組等を照
会。

９ 生活環境部 循環型社会形成推進モデル
事業

特別枠 ５，２５０ ①エコ・コミュニティ実践事業：一定区画
の公共の場において、地域住民とボランティ
ア等が共同で行う環境美化・保全活動、環境
学習等に対し支援した。②エコ・マネー実証
事業：コミュニティ内でのごみ減量化を促進
するため、地域通貨活動事業を行う市町村に
対し補助する。（関係市と協議中。）③空き缶
等散乱防止実証事業：ＮＰＯ、民間団体、事
業者等の連携により、空き缶回収システムを
構築する事業を行う市町村に対し補助する。
（関係市と協議中。）

３ 循環を基調とする地域社会の構築 （単位：千円）
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番号 部局名 事 業 名 事業
区分 当初予算額 事業内容及び取組状況

１０ 生活環境部 環境保全対策事業 継続 ８，２２９ 環境審議会の開催や、ＩＳＯ環境マネジメ
ントシステムを推進する。

１１ 生活環境部 水道水安全確保推進事業 新規 １３０，２４８ 水道水源確保対策事業、小規模水道施設整
備補助、簡易水道等施設整備費補助について
は市町村事業費ベースで５０．６％執行。水源保
全条例の策定に向けた第１回検討委員会を開
催。

１２ 生活環境部 特殊公害対策事業 一部新
規

１２，３５４ 自動車交通騒音の常時監視を行うとともに、
道路に面する地域内の住居等のうち、環境基
準値を超過する戸数や割合等を把握すること
により評価する「面的評価システム」を導入す
るための業者選定中。航空機騒音調査を実施。

１３ 生活環境部 ダイオキシン総合対策推進
事業

継続 ２７，７９９ 一般環境調査（大気・水質・底質）を実施。
発生源周辺調査の準備中。平成１５年度調査結
果を公表予定。

１４ 生活環境部 水質環境基準調査事業 継続 ３，３４８ 類型指定を行う水域（伊呂波川、都甲川）
の水質調査を実施し進捗率４１．７％。水道水源
水質調査を実施予定。

１５ 生活環境部 有害化学物質対策推進事業 継続 ２，３３２ 有害大気汚染物質調査の５回目、化学物質
適正管理調査を実施済。

１６ 生活環境部 産業廃棄物処理対策事業 継続 ２６６，１６６ （財）大分県環境保全センターの運営の安定
と同センターの「大分建設資材再生プラン
ト」をモデルとした県内建設副産物のリサイ
クル促進を図るため、用地費の一部と補助金
を助成した。

１７ 生活環境部 産業廃棄物適正処理推進事
業

継続 ４１，８７９ ①廃棄物の不法投棄・不適正処理を防止す
るためのスカイパトロールを２回実施した。
②排出事業者、産廃処理業者への指導を行っ
た。③廃棄物の適正処理に関する条例の制定
を準備中。④自動車リサイクル法に係る事業
者への指導・監督を行った。⑤産業廃棄物適
正処理推進基金への造成を実施する予定。

１８ 生活環境部 産業廃棄物不法投棄対策事
業

特別枠 ２，８２５ 産業廃棄物の不法投棄が頻繁に行われる休
日、夜間・早朝の監視パトロールを実施する
ための委託を行った。

１９ 生活環境部 ＰＣＢ廃棄物対策推進事業 継続 １９，４３２ ＰＣＢ廃棄物処理費用負担能力が低い中小
企業を助成するため、ＰＣＢ廃棄物処理基金
への拠出を行う。（３月末予定。）

２０ 生活環境部 廃棄物減量化推進事業 継続 １０，７８２ ①ごみ減量化推進事業費補助を日田市に対
して行った。②ごみ減量化に関する調査、提
言活動等を行う市民グループを募集中。③産
業廃棄物税の導入、④今年度の廃棄物リサイ
クル製品認定、⑤マイバッグ・キャンペーン
の実施、⑥大分ゼロエミッションプランの作
成をそれぞれ準備中。

２１ 生活環境部 産業廃棄物対策事業 継続 ３８，１５７ ①産業廃棄物監視員の配置による廃棄物の
不法投棄防止、②産業廃棄物処理施設設置の
事前指導、③産業廃棄物最終処分場の水質検
査、④産業廃棄物適正処理の推進を図るため
の、産業廃棄物処理業者及び処理施設等への
立入検査・指導並びに設置許可調査を実施す
る。

２２ 生活環境部 環境整備指導事業 継続 １７，７６２ 清掃船による別府湾海域の漂流物等の清掃活
動を行っている（社）別府湾をきれいにする会
の運営について支援した。

２３ 商工労働部 商店街競争力強化推進事業 継続 ５，７３０ 商店街振興組合等が実施するリサイクルシ
ステムの研究・啓発、空き缶回収機等の設置
に対して助成する。

２４ 農林水産部 地域循環型農業支援事業 特別枠 ３，８６８ 家畜排泄物等の有機資源のリサイクルを図
る循環型農業を推進する。耕種農家に堆肥を
供給する受託作業の助成等耕畜連携の強化を
図る。堆肥資源発生状況調査と需要状況調査
を実施中。
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番号 部局名 事 業 名 事業
区分 当初予算額 事業内容及び取組状況

２５ 農林水産部 環境保全型農業実践強化事
業

特別枠 １１，６５３ 減農薬・減化学肥料農業に取り組む生産集
団の拡大とさらにステップアップさせる技術
導入に対する支援を実施する。

２６ 農林水産部 バイオマス総合利活用推進
事業

継続 ３０，４６６ バイオマス利活用推進協議会の開催、バイ
オマス利用施設の整備を支援する。（日田市）

２７ 農林水産部 環境保全型農畜産整備事業 継続 １３３，５８１ 家畜排泄物の不適正処理の解消のため堆肥
舎等の整備に対して補助する。

２８ 農林水産部 いきいき農地基盤整備事業 新規 ３，３００ 耕畜連携を図りながら、資源循環型農業の
拡大・定着を目指し、農地、農業水利施設等
の整備を実施する。

２９ 農林水産部 土壌保全推進事業 継続 １，５５４ 土壌の維持管理を適正に行うために土壌汚
染対策の検討、土壌診断体制の整備、土壌管
理に対する指導を実施する。

３０ 農林水産部 農業用廃プラスチック適正
処理対策事業

継続 ５，０３６ 農業用廃プラスチックの適正処理及び排出
量抑制対策を実施する。廃農薬等の適正処理
等新たな取組を推進するため、農業廃資材適
正処理推進協議会を設立。

３１ 農林水産部 漁場クリーンアップ事業 継続 ５，２００ 市町村が行う海浜における廃棄物の廃棄、
底引き網漁業等で漁獲物に混じって水揚げさ
れるごみの処理及び有用動植物に被害を与え
るサメやトビエイ、ツメタガイ（肉食二枚貝）
の駆除を支援する。

３２ 土木建築部 おおいたの水環境保全事業 特別枠 １，８２６ 「大分県・全県域汚水適正処理構想」の見
直しを受け、「生活排水処理に関する基本方
針」を策定するとともに、生活排水対策に関
する取り組みを実践するモデル集落に対し市
町村を通じて助成する。また、研修会の開催
等を通じて、新構想に基づき市町村が行う生
活排水処理施設の整備を側面から支援する。
パンフレットを作成済。

３３ 土木建築部 下水道整備緊急促進事業 継続 ３９４，６８５ 公共下水道は、生活環境の改善、浸水の防
除、公共用水域の水質保全を目的とする重要
な社会基盤施設であるが、大分県の下水道普
及率は３７．２％と全国平均６５．２％に比べて大き
く遅れている。しかし、下水道事業の推移に
は多額の費用を要するため、平成３年度から
県費補助制度を設けて市町村の財政負担を軽
減し、未着手市町村の早期着手及び普及率の
向上に図っている。

３４ 土木建築部 下水道県過疎代行事業 継続 ５６０，０００ 財政力、技術力が十分でない過疎町村に代
わって、終末処理場等の根幹的施設を県が建
設するもので、平成４年度以降、大山町など
６町村で事業を実施し、供用を開始している。
平成１５年度は真玉町、香々地町で事業を実施
しており、両町とも平成１８年度の供用開始を
予定している。

３５ 土木建築部 小型合併処理浄化槽設置整
備事業

継続 ３６３，２６１ 公共下水道未整備地域における生活排水対
策の手段として、市町村が小型合併処理浄化
槽の設置整備を行う場合、これに要する経費
に対し補助する。

３６ 土木建築部 農業集落排水整備推進事業 継続 １８７，７６３ 農業集落排水施設整備事業を実施する市町
村に対し、地方債償還のための基金積立財源
として交付金を交付する。

３７ 企業局 芹川ダム水質浄化パイロッ
ト事業

継続 １４，７００ 芹川ダムの水質浄化を推進するため、８月
から超音波照射装置による水質浄化実験を実
施し、効果の度合いや問題点の抽出を図って
いる。また、具体的効果の検証を行うため、
水質調査を行っている。

３８ 企業局 北川ダム植物栽培イカダに
よる水質浄化事業

新規 １１，４８７ 北川ダムの水質浄化を推進するため、８月
から木製のイカダを１０基湖面に試験的に設置
し、そこで水中の富栄養分を吸収する野菜類
を栽培し、その水質浄化の効果を探っている。

３８事業 小 計 ３，７７１，５６３
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番号 部局名 事 業 名 事業
区分 当初予算額 事業内容及び取組状況

１ 企画振興部 地域づくり推進事業（大分
県地域づくりネットワーク
推進協議会負担金）

継続 ２，８１０ 県内各地で地域づくり活動を展開している
地域づくりグループが実施する交流会等の事
業を支援する。

２ 企画振興部 広報活動費 継続 １９４，４１６ 環境問題や環境美化活動について県民に対
し広報を行う。

３ 企画振興部 ボランティア・ＮＰＯ協働
推進事業（おおいたボラン
ティア市民活動情報バンク
整備）

特別枠 ３，０７９ 情報バンクに活動情報を掲載する県内のボ
ランティア・ＮＰＯの掘り起こしのため、庁
内全所属に対しボランティア・ＮＰＯの調査
を行い、リストアップを行った。

４ 福祉保健部 福祉ボランティア活動活性
化事業（ボランティア協力
校活動費補助）

継続 ４，５００ 今年度は新規２８校を含む９０校の活動費助成
を行う。

５ 福祉保健部 老人クラブ助成等事業 継続 ４９，５３０ 今年度は地域福祉コース８０名、子育て支援
コース７５名の合計１５５名が入学する。

６ 福祉保健部 大分県福祉ボランティア大
学校運営事業

継続 ４，１７４ 環境関連の活動を行っている組織を含めた
県内のボランティア・ＮＰＯの活動情報を整
理した情報バンクを整備し、インターネット
で情報提供を行うとともに、活動情報リスト
を作成し、関係機関・団体に配布する。

７ 福祉保健部 地域児童健全育成事業（母
親クラブ活動費助成）

継続 １０，０１６ ９月２４日に「社会奉仕の日」一斉奉仕活動
を実施予定。中央会場として、鶴崎公園の清
掃を行う。

８ 福祉保健部 児童館運営費 継続 ５１，６５０ ４３市町村１００母親クラブの活動費を助成す
る。うち約６０クラブが廃品回収、清掃奉仕、
花いっぱい活動等の環境美化活動に取り組む
予定。８月末現在で３２クラブが実施。

９ 生活環境部 環境教育推進事業 特別枠 ３，８８２ 民間の２０児童館の運営費を助成。８月まで
に３児童館が空缶拾いや公共施設の清掃活動
等に取り組んだ。

１０ 土木建築部 道路環境美化ボランティア
支援事業

新規 ４，２１４ 県管理道路の環境美化を計画的に実施する
ボランティア団体や地元自治会等に対する支
援を行った。

１１ 土木建築部 屋外広告物適正化推進事業 特別枠 １，０６９ 歴史的街並みの保存に取り組んでいる地区
や観光客が訪れる地区、環境美化に取り組ん
でいる地域等を「屋外広告物モデル地区」に
指定し、地区内での違反広告物の監視・通報
体制の確立するとともに、既設違反広告物（貼
り紙、貼り札、立看板）の除去を通じて違反
広告物を出させない、美しく住みよいまちづ
くりを目指す。各土木事務所、市、警察等で
協議し、「モデル地区」を選定中。

１２ 国民体育大
会・障害者
スポーツ大
会局

第６３回国民体育大会開催準
備事業（大分らしい国体創
造事業）

継続 １１，０９２ Ｈ１５年度に策定した「大分らしい国体を創
造するプログラム」を受けた「大分らしい国
体創造事業」の中で、県民運動としてのごみ
ゼロおおいた作戦による環境に配慮した美し
く快適な県土づくり等を検討するとともに、
国体広報にも反映させる。

１３ 教育庁 みんなで取り組む環境学習
推進事業

特別枠 ３，０５７ ①地域における環境学習の実践研究、②学
校ごみゼロ実践活動等パネル展の開催、③環
境教育・学習の教員リーダー養成研修第１期
を６月９、１０日に湯布院青年の家で実施した。

１４ 教育庁 青少年ふれあいエコツーリ
ズム２１事業

継続 ４，０４７ 自然に恵まれた３つの県立青少年教育施設
に異年齢の青少年が集団で宿泊し、地域の
人々の参加を得ながら、施設の特色や地理的
条件を活かした体験型環境学習を行う機会を
提供する。

１４事業 小 計 ３４７，５３６

４ すべての主体が参加する地域社会の形成 （単位：千円）
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１ 生活環境部 エコエネルギー普及促進事
業

継続 ９，１６８ 小中学校の太陽光発電システム設置補助、
ハイブリッド太陽灯の設置等を行う。

２ 生活環境部 地球温暖化対策推進事業 特別枠 ３５，６８２ 地球温暖化防止対策の条例化に向けた調査
・検討を行うとともに、県下に地球温暖化対
策地域協議会の設置の拡大等をはかり、地域
における地球温暖化防止に向けた取り組みを
推進する。また、地球温暖化防止活動推進セ
ンターが実施する普及啓発事業に要する経費
に対して補助するとともにテレビや新聞等の
マスコミを活用した普及啓発を実施している。

３ 生活環境部 県民共同発電所事業化支援
事業

特別枠 １，２４７ 風力発電、太陽光発電のエコエネルギー設
備を導入するＮＰＯ等の民間団体に対して助
成する。

４ 農林水産部 緑のボランティア活動支援
事業

継続 ２，７９１ 森林造成（植栽・下刈）を実施したボラン
ティア団体等に対し、「緑のボランティア活
動支援券」を交付して、活動を支援する。ま
た、森林とのふれあい活動、自然体験活動を
希望するグループ等に県民の森をフィールド
として貸出し、その活動を支援する。平成１６
年度は２２団体（３０ha施業）に交付予定。（平
成１５年度は１４団体（１９ha施業）に交付。）

５ 土木建築部 県有建築物省エネルギー推
進事業

継続 ９００ 県有建築物の電気・機械設備等を改修し、
省エネルギー化による光熱水費の削減、地球
温暖化の防止を図る。委託準備中。

６ 土木建築部 おおいた「エコ建築」推進
事業

特別枠 ２，７５２ 大分県の気候・風土に適合した『おおいた
「エコ建築」設計指針』を策定し、環境配慮
型建築を計画・設計する際に考慮すべき基本
事項、手法及び簡易な評価方法を示す。委託
準備中で、大分県下に存する既存住宅におい
て環境に配慮した内容に関する実例を示すた
めの調査を実施中。

７ 企業局 ハイブリッド車導入促進事
業

継続 ３，６３８ 地球温暖化を防止するための取組として、
自動車が排出する二酸化炭素の削減を期し、
局の公用車にハイブリッド車等の低公害車を
導入する。

８ 警察本部 発光ダイオード式信号機設
置事業

継続 ２０，０２８ 信号機を省エネ型の発光ダイオード（ＬＥ
Ｄ）式のものに切り替える。６箇所で導入済。

８事業 小 計 ７６，２０６

番号 部局名 事 業 名 事業
区分 当初予算額 事業内容及び取組状況

１ 商工労働部 新産業創出重点研究開発事
業

特別枠 ５７，５００ 環境やライフサイエンス等の重点分野の研
究開発を推進するため、公募した産学官共同
研究体に研究開発を委託することにより、新
事業の創出を図る。

２ 商工労働部 中小企業金融対策（環境保
全対策資金）

継続 ７３，６３０ 貸付原資を金融機関に預託済。

３ 商工労働部 中小企業支援アドバイザー
派遣事業（ＩＳＯ認証取得
支援アドバイザー派遣）

継続 １，２０７ 事業を実施する（財）大分県産業創造機構に
補助金交付決定済。

４ 商工労働部 異分野技術融合化事業 継続 １，９８１ 県内１０試験研究課題選定委員会において２
件の課題を決定し、予備データの取得実験に
着手した。

５ 商工労働部 提案型技術開発受託研究事
業

継続 １０，３００ 「廃ＦＲＰ漁船高度利用技術開発」と「杉
樹皮製油吸着剤の有効利用及び微生物分会処
理技術に関する調査研究」について産業科学
技術センターが国から委託を受け、研究開発
に着手した。

５ 地球環境問題への取組の推進 （単位：千円）

６ 環境産業の育成 （単位：千円）
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区分 当初予算額 事業内容及び取組状況

６ 農林水産部 環境に優しい養殖技術開発
事業（安心・安全で環境に
優しい養殖推進事業）

継続 １０，０３１ 悪化した養殖漁場環境の改善を図るため、
養殖魚からの排泄物を少なくする給餌方法、
消化吸収の良い飼料開発をブリを供給魚とし、
試験を継続中である。また、排出された有機
物を回収するための海藻養殖技術の開発を行
っている。

６事業 小 計 １５４，６４９

９７事業 総 計 ９，６８７，６５７
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